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第１章 総 則

（趣旨）

第１条 この細則は、あきる野市宅地開発等指導要綱（平成７年あきる野市通達

第１２０号。以下「要綱」という 。）の施行について必要な事項を定めるもの

とする。

（事業計画審査願）

第２条 事業主は、要綱第３条の規定により、事前協議をする場合は、宅地開発

等事業計画審査願（様式第１号）に、別表第１に定める図書を添付し、市長に

提出するものとする。

（審査結果通知書）

第３条 市長は、前条の審査願を受理したときは、その事業計画を審査し、市の

指導事項及び要望事項をまとめ、事業主に対し、宅地開発等事業計画審査結果

通知書（様式第２号）により通知するものとする。

（協議申請等）

第４条 事業主は、前条の審査結果に基づき、宅地開発等事業計画協議申請書（様

式第３号）に、別表第２に定める図書を添付し提出するものとする。

２ 事業主は、当該事業が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１

２項に規定する開発行為（以下「開発行為」という 。）又は東京における自然

の保護と回復に関する条例施行規則（平成１３年東京都規則第３９号）第５３

条第３項に該当する場合にあっては、前項に定めるもののほか同意・協議申請

書（様式第４号）を提出するものとする。

（協議書の締結及び同意・協議書の交付）

第５条 市長は、前条第１項の協議申請が要綱及びこの細則に適合していると認

めるときは、事業主と協議書（様式第５号）を締結し、前条第２項に該当する

場合は、同意・協議書（様式第６号）を交付するものとする。

（事業計画の変更（取下げ）届の提出及び変更承認書の交付）

第６条 事業主は、事業計画の変更又は取下げをする場合は、宅地開発等事業計

画変更（取下げ）届（様式第７号）を提出するものとする。

２ 市長は、前項の変更届が、要綱及びこの細則に適合していると認めるときは、

事業主に対し、宅地開発等事業計画変更承認書（様式第８号）を交付するもの

とする。

（地位の承継）

第７条 事前協議後に当該事業を承継しようとする者は、地位の承継届（様式第

９号）を提出するものとする。

（標識の設置）

第８条 事業主は、第２条に基づく審査願を提出後速やかに事業区域内に宅地開

発等事業計画標識（別図第１）を設置するものとする。ただし、東京都中高層

建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例（昭和５３年東京都条例第

６４号）第５条に基づく標識を設置する場合は、これに替えることができる。
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（工事着手届）

第９条 事業主は、工事に着手する場合は、工事着手届（様式第１０号）を提出

するものとする。

（工事完了届及び検査願）

第１０条 事業主は、工事が完了したときは、速やかに工事完了届及び検査願（様

式第 １１号）に、別表第３に定める図書を添付して提出し、必要な検査を受

けるものとする。

２ 前項の完了検査において、協議に基づく設計図書等に適合していると認める

ときは、検査済証（様式第１２号）を交付するものとする。

（公共・公益施設等の引継ぎ等）

第１１条 事業主は、公共・公益施設等で市へ譲渡するものがあるときは、公共

施設等寄附申込書（様式第１３号）に、別表第４に定める図書を添付し、前条

に定める完了検査後、速やかに提出するものとする。

２ 公共・公益施設等の引渡し時期は、所有権移転登記の必要なものにあっては

登記完了の日、その他のものについては前条に定める検査済証交付の日とする。

３ 前項の規定により、市が引き継いだ施設が引継ぎ後、２年を経過する日まで

の間に欠陥が生じた場合は、市の指示に基づいて補修するものとする。

第２章 開発行為等

（一宅地当たりの面積基準）

第１２条 要綱第１３条に規定する一宅地当たりの面積基準は、別表第５に定め

るとおりとし、原則として協議締結後の変更は認めないものとする。また、宅

地の境界には境界石を埋設して、土地の境界を明確にするものとする。

（道路等設置基準）

第１３条 要綱第１４条第１項に規定する事業区域内の道路の設置基準は、幅員

６．０メートル以上とする。ただし、事業区域の規模、道路区間の距離、周辺

の状況等によって通行上支障がないと認められる場合は、４．５メートル以上

の幅員に緩和することができる。

２ 要綱第１４条第２項に規定する事業区域外の道路の設置基準は、幅員６．５

メートル以上とする。ただし、事業区域周辺の道路状況により、支障がないと

認められる場合は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第２項

に規定する道路を限度として緩和することができる。

３ 事業主は、当該事業が開発行為又は事業区域面積が１，０００平方メートル

以上の事業で、事業区域が幅員６．０メートル未満の公道に接する場合は、当

該道路の道路中心線から３．０メートル後退し道路整備するものとし、市長が

必要と認める場合は、当該用地及び施設を市に無償譲渡するものとする。ただ

し、公道の一方が、がけ地、川、線路敷地その他これらに類するものに沿う場

合においては、当該がけ地等と公道の境界線から６．０メートルとする。
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４ 要綱第１４条第４項第１号に規定する道路の舗装の基準は、次の表に定める

とおりとし、道路構造は、別図第２のとおりとする。

（単位：センチメートル）

５ 要綱第１４条第４項第２号に規定する道路の隅切り基準は、次の表に定める

とおりとする。

（単位：メートル）

６ 前各項の規定にかかわらず、主として住宅の建築の用に供する目的以外の事

業にあっては、別に協議して定めるものとする。

（公園整備基準）

第１４条 要綱第１５条第１項に規定する公園の整備基準は、次の各号に定める

とおりとする。

（１） 面積が１００平方メートル以上の公園とする。

（２） 公園用地は、原則として平坦地とし、できる限り正方形、長方形のま

とまりのある形状とするものとする。

道 路 幅 員 ６．０メートル未満 ６．０メートル以上

舗 装 厚 ３０ ４０

再生アスファルト混合物（密 粒 ) ５ ５

再 生 粒 度 調 整 砕 石（ＲＭ-４０) １０ １５

再生クラッシャーラン砕石（ＲＣ-４０) １５ ２０

幅 員 ４．５ ５．０ ６．０ 備 考

４．５
３ ３ ３

＝剪除長l

l

４ ２ ４ ２ ４ ２

５．０
３ ３ ３

４ ２ ４ ２ ４ ２

６．０
３ ３ ３ ６．０メートルを超える場合は、別に

市長が定める。

４ ２ ４ ２ ５ ３

（備 考） 内角が１２０°以上の隅切りで、交通の安全に支障のない場合に

限っては、設けなくてもよい。

90°

60゜ 120°

α

α＝
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２ 前項に規定する公園は、次の各号に定める基準により整備するものとする。

（１） 公園には、その規模に従い、次表に掲げる施設を設置するものとする。

（２） 公園の主な出入口には園名標識を設置するものとする。ただし、園名

については、市長と協議して定めるものとする。

（３） 公園の境界には、生垣又は高さ１．２メートル以下のさくを設置する

ものとする。

（４） 照明施設は、自動点滅装置付水銀灯とするものとする。

（５） 照明施設の配置は、次の表に定めるとおりとする。

（６） 公園内の緑化率は、３０パーセント以上とし、植栽樹木等の種類は、

別表第６に示す樹種等のうちから複数を選定するものとする。

（緑地確保基準）

第１５条 要綱第１５条第２項に定める緑地の確保基準は、別表第７に定めると

おりとし、植栽は別表第６に示す樹種等のうちから複数を選定し、緑地面積に

対し、１０．０平方メートル当たり高木１本、中木２本、低木３本以上を基準

とする。

（給水施設）

第１６条 事業主は、要綱第１６条に規定する給水施設については、事業区域内

の計画給水人口及び１日最大給水量等必要事項について、東京都水道局と協議

するものとする。

２ 給水施設は、事業主の費用負担で施行し、東京都水道局が必要と認めた施設

は無償譲渡するものとする。

（排水施設整備基準）

第１７条 要綱第１７条に規定する雨水排水施設の整備基準は、次の各号に定め

るとおりとする。

（１） 宅地内の雨水は、原則として宅地内浸透処理とする。

公 園 面 積 施 設 の 種 類

１００平方メートル以上

３００平方メートル未満

広場、ベンチ、水飲、園名標識、制札板、照明灯、

植栽及び遊戯施設２点以上

３００平方メートル以上
広場、ベンチ、水飲、園名標識、制札板、照明灯、

植栽及び遊戯施設３点以上

公 園 面 積 配 置 基 準

１００平方メートル以上

３００平方メートル未満
１００ワット１灯

３００平方メートル以上
２００ワット１灯とし、照明半径２０メートル当

たり１灯の割合で配置すること。
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（２） 道路側溝の集水ますは、２５メートル以内又は曲がり箇所に設けるも

のとする。なお、泥溜は、１５センチメートル以上を標準とする。

（３） 道路敷地内を横断する排水側溝は、原則として現場打側溝とするもの

とする。また、集水ます及び横断側溝のふたは、ボルト固定式の鋼製網

ぶたを使用するものとする。

（４） 雨水を事業区域外に放流する場合は、関係機関の同意を得るものとす

る。道路内の雨水の放流先がない場合は、雨水浸透施設を市の指示する

位置に設置するものとする。

２ 要綱第１７条に規定する汚水排水施設の整備基準は、次の各号に定めるとお

りとする。

（１） 公共下水道事業認可区域においては、事業区域内及び既設施設へ接続

する下水道施設は、事業主の負担により整備するものとする。ただし、

公共下水道の供用が開始されていない区域で、当該事業にあわせて整備

することが不可能な場合は、市長と協議するものとする。

（２） 前号の区域以外の区域においては、合併処理浄化槽による処理を原則

とする。

（消防水利施設整備基準）

第１８条 要綱第１８条に規定する消防水利施設の整備基準は、次の各号に定め

るとおりとする。

（１） 事業区域面積が３，０００平方メートル以上又は住宅計画戸数が２０

戸以上の場合は、施行区域内に４０立方メートル級防火水槽（市の指定

による構造）を設置するものとする。ただし、ワンルームの住戸につい

ては１戸を０．５戸として戸数計算する。

（２） 事業区域面積が１，０００平方メートル以上３，０００平方メートル

未満の場合は、消火栓を設置するものとする。ただし、接続本管が基準

に達しない場合は、市長と協議するものとする。

（集会施設設置基準）

第１９条 要綱第１９条に規定する集会施設等の設置基準は、次に定めるとおり

とする。

（１） 計画戸数が１００戸以上の宅地開発事業にあっては、計画戸数１戸当

たり１平方メートルとして算定した面積（施行細則第１２条に規定する

一 宅 地 当 た り の 面 積 基 準 に 満 た な い と き は 、 基 準 面 積 ）

以上の集会所用地を確保するものとし、５００戸以上は、市長と別に協

議するものとする。

（２） 計画戸数が５０戸以上１００戸未満の世帯向け集合住宅にあっては、

床面積５０平方メートル以上とし、１００戸以上の世帯向け集合住宅に

ついては、１００平方メートル以上とし、その施設の内容は、市長と協

議するものとする。
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（廃棄物保管場所等設置基準）

第２０条 要綱第２１条に規定する廃棄物保管場所及び保管設備（以下「廃棄物

保管場所等」という 。）の設置基準は、次の各号に定めるとおりとする。

（１） 計画戸数が１０戸以上の集合住宅又は延床面積が５００平方メートル

以上の建築物の場合は、廃棄物保管場所等を設置するものとする。

（２） 廃棄物保管場所（ごみ収集施設）は、住宅１戸当たり０．２５平方メ

ートルを確保するものとする。

（３） 前２号に定めるもののほか、廃棄物保管場所等の規模、構造等につい

ては、別に定めるものとする。

（保安施設設置基準）

第２１条 要綱第２２条に規定する保安施設の設置基準は、次の各号に定めると

おりとする。

（１） 道路照明は、小型道路照明を２５メートルごとに１基設置するものと

する。

（２） 事業区域周辺の状況により、横断歩道橋、防護さく、道路反射鏡、区

画線等を設置するものとする。

（駐車施設確保基準）

第２２条 要綱第２３条に規定する駐車施設の確保基準は、次の各号に定めると

おりとする。

（１） 自動車駐車場は、自動車１台につき原則として１５平方メートルを基

準とする面積を確保し、区画線等で明確に区分するものとする。

（２） 自転車置場は、自転車１台につき１平方メートルを基準として確保す

るものとする。

（３） 集合住宅を建設する場合にあっては、事業区域内に住宅計画戸数と同

数以上の自動車駐車場及び自転車置場を確保するものとする。ただし、

自動車駐車場については、敷地の形状等により必要台数を確保できない

と認める場合は、計画戸数の３０パーセント以上確保することを限度と

して緩和するものとする。なお、不足する台数については、事業区域周

辺に確保するものとする。

（４） 集合住宅以外の事業にあっては、別に協議し必要と認める台数を確保

するものとする。
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様式第１号（第２条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

事業主住所

氏名 （実印）

電話 （ ）

宅地開発等事業計画審査願

このことについて、あきる野市宅地開発等指導要綱施行細則第２条の規定に基づく審査をお願

いします。

記

１ 事 業 名 称

２ 事業区域場所 東京都あきる野市

３ 事業区域面積 平方メートル

４ 設 計 者

住 所

氏 名

電 話 （ ） 担当者

５ 設計説明書 別紙のとおり
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５ 設計説明書

(１)事業区域の

位 置

地 名 地 番 あきる野市 番地

用 途 地 域 容 積 率 ％

防 火 地 域 建 ぺ い 率 ％

そ の 他 高 度 地 区 第 種

(２)土地利用計画

事業区域面積 ㎡ 道 路 面 積 ㎡

区 画 面 積 ㎡ 公 園 面 積 ㎡

区 画 数 区画 緑 地 面 積 ㎡

(３)建 築 計 画

敷 地 面 積 ㎡ 建 ぺ い 率 ％

建 築 面 積 ㎡ 容 積 率 ％

延 床 面 積 ㎡ 最 高 の 軒 高 ｍ

構 造 ･ 規 模 造 階建

建 物 用 途 住宅 戸 その他

(４)公 共 ･ 公 益

施 設 計 画

道 路

排 水 施 設 雨水 汚水･雑排水

給 水 施 設 (計画人口) 人× /日･人＝ /日l l

消防水利施設

ごみ収集施設

駐 車 施 設 敷地内 台 自転車置場 ㎡

(５)保 安 施 設
道 路 照 明 Ｗ 基

道 路 反 射 鏡 箇所 防護さく ｍ

(６)集 会 施 設

(７)工 事 計 画 着手予定 年 月 日 完了予定 年 月 日

(８)そ の 他
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様式第３号（第４条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

事業主住所

氏名 （実印）

電話 （ ）

宅地開発等事業計画協議申請書

このことについて、あきる野市宅地開発等指導要綱施行細則第４条の規定に基づく協議をお願

いします。

記

１ 事 業 名 称

２ 事業区域場所 東京都あきる野市

３ 事業区域面積 平方メートル

４ 設 計 者

住 所

氏 名

電 話 （ ） 担当者

５ 設計説明書 別紙のとおり
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５ 設計説明書

(１)事業計画の

位 置

地 名 地 番 あきる野市 番地

用 途 地 域 容 積 率 ％

防 火 地 域 建 ぺ い 率 ％

そ の 他 高 度 地 区 第 種

(２)土地利用計画

事業区域面積 ㎡ 道 路 面 積 ㎡

区 画 面 積 ㎡ 公 園 面 積 ㎡

区 画 数 区画 緑 地 面 積 ㎡

(３)建 築 計 画

敷 地 面 積 ㎡ 建 ぺ い 率 ％

建 築 面 積 ㎡ 容 積 率 ％

延 床 面 積 ㎡ 最 高 の 軒 高 ｍ

構 造 ･ 規 模 造 階建

建 物 用 途 住宅 戸 その他

(４)公 共 ･ 公 益

施 設 計 画

道 路

排 水 施 設 雨水 汚水･雑排水

給 水 施 設 (計画人口) 人× /日･人＝ /日l l

消防水利施設

ごみ収集施設

駐 車 施 設 敷地内 台 自転車置場 ㎡

(５)保 安 施 設
道 路 照 明 Ｗ 基

道 路 反 射 鏡 箇所 防護さく ｍ

(６)集 会 施 設

(７)工 事 計 画 着手予定 年 月 日 完了予定 年 月 日

(８)そ の 他
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様式第４号（第４条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

事業主住所

氏名 （実印）

電話 （ ）

同 意 ・ 協 議 申 請 書

都市計画法第３２条及び東京における自然の保護と回復に関する条例施行規則第５３条第３項

の規定に基づく公共施設の管理にかかる同意・協議をお願いします。

記

１ 事 業 名 称

２ 事業区域場所 東京都あきる野市

３ 事業区域面積 平方メートル

４ 設 計 者

住 所

氏 名

電 話 （ ） 担当者

５ 設計説明書 別紙のとおり
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５ 設計説明書

(１)事業計画の

位 置

地 名 地 番 あきる野市 番地

用 途 地 域 容 積 率 ％

防 火 地 域 建 ぺ い 率 ％

そ の 他 高 度 地 区 第 種

(２)土地利用計画

事業区域面積 ㎡ 道 路 面 積 ㎡

区 画 面 積 ㎡ 公 園 面 積 ㎡

区 画 数 区画 緑 地 面 積 ㎡

(３)建 築 計 画

敷 地 面 積 ㎡ 建 ぺ い 率 ％

建 築 面 積 ㎡ 容 積 率 ％

延 床 面 積 ㎡ 最 高 の 軒 高 ｍ

構 造 ･ 規 模 造 階建

建 物 用 途 住宅 戸 その他

(４)公 共 ･ 公 益

施 設 計 画

道 路

排 水 施 設 雨水 汚水･雑排水

給 水 施 設 (計画人口) 人× /日･人＝ /日l l

消防水利施設

ごみ収集施設

駐 車 施 設 敷地内 台 自転車置場 ㎡

(５)保 安 施 設
道 路 照 明 Ｗ 基

道 路 反 射 鏡 箇所 防護さく ｍ

(６)集 会 施 設

(７)工 事 計 画 着手予定 年 月 日 完了予定 年 月 日

(８)そ の 他
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様式第７号（第６条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

事業主住所

氏名 （実印）

宅地開発等事業計画変更（取下げ）届

あきる野市宅地開発等指導要綱施行細則第６条の規定に基づき、下記のとおり事業計画の変更

（取下げ）をしたいので届出します。

記

１ 事 業 名 称

２ 事業区域場所 東京都あきる野市

３ 協議年月日 年 月 日

４ 理 由

５ 変更の内容
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様式第９号（第７条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

承継者住所

氏名 （実印）

電話 （ ）

地 位 の 承 継 届

あきる野市宅地開発等指導要綱施行細則第７条の規定に基づき、下記のとおり地位の承継をし

たので届出します。

記

１ 事 業 名 称

２ 事業区域場所 東京都あきる野市

３ 協議年月日 年 月 日

４ 被 承 継 者

住 所

氏 名

５ 承継年月日 年 月 日

６ 承 継 理 由
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様式第１０号（第９条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

事業主住所

氏名 （実印）

工 事 着 手 届

あきる野市宅地開発等指導要綱施行細則第９条の規定に基づき、協議した事業に着手しますの

で、下記のとおり届出します。

記

１ 事 業 名 称

２ 事業区域場所 東京都あきる野市

３ 協議年月日 年 月 日

工 事 着 手
４ 年 月 日

年 月 日

工 事 完 了
５ 年 月 日

予定年月日

６ 工事施行者

住 所

氏 名

電 話 （ ）
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様式第１１号（第１０条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

事業主住所

氏名 （実印）

工事完了届及び検査願

あきる野市宅地開発等指導要綱施行細則第１０条第１項の規定に基づき、協議した事業が完了

しましたので、下記のとおり届出します。これにより完了検査をお願いします。

記

１ 事 業 名 称

２ 事業区域場所 東京都あきる野市

３ 協議年月日 年 月 日

工 事 着 手
４ 年 月 日

年 月 日

工 事 完 了
５ 年 月 日

年 月 日

６ 工事施行者

住 所

氏 名

電 話 （ ）
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様式第１３号（第１１条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

事業主住所

氏名 （実印）

公共施設等寄附申込書

あきる野市宅地開発等指導要綱施行細則第１１条の規定に基づき、協議した事業により新たに

設置した公共施設等を下記のとおり寄附申込みします。

記

１ 事業区域場所 東京都あきる野市

２ 協 議 年 月 日 年 月 日

工 事 完 了
３ 年 月 日

年 月 日

完 了 検 査
４ 年 月 日

年 月 日

５ 土地・施設一覧表 別紙のとおり
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５ 土地・施設一覧表

種 類
番

号

概 要
担 当 課 備 考

幅員・寸法 延 長 面 積
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別表第１（第２条関係）

宅地開発等事業計画審査願添付図書

（１）開発行為

（２）開発行為以外の事業

図 書 の 種 類 縮 尺 明 示 す べ き 事 項

案 内 図 １／３，０００以上 開発位置

区 域 図 １／ ３００以上 開発区域

公 図 写 １／ ６００以上 開発区域、隣接土地所有者名

現 況 実 測 図 １／ ３００以上

土 地 利 用 計 画 図 １／ ３００以上 全体計画、区画規模他

給・排水施設計画図 １／ ３００以上

そ の 他 必 要 な 図 書 登記事項証明書

図 書 の 種 類 縮 尺 明 示 す べ き 事 項

案 内 図 １／３，０００以上 建築場所の位置

公 図 写 １／ ６００以上 建築場所、隣接土地所有者名

現 況 実 測 図 １／ ３００以上

配 置 図 １／ ２００以上 建物、その他

外 構 図 １／ ２００以上

各 階 平 面 図 １／ ２００以上

立 面 図 １／ ２００以上 ２面以上

断 面 図 １／ ２００以上

日 影 図 ５ｍ、１０ｍライン

給・排水施設計画図 １／ ３００以上

そ の 他 必 要 な 図 書
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別表第２（第４条関係）

宅地開発等事業計画協議申請書添付図書

（１）開発行為

（２）開発行為以外の事業

図 書 の 種 類 縮 尺 明 示 す べ き 事 項

案 内 図 １／３，０００以上 開発位置

区 域 図 １／ ３００以上 開発区域

公 図 写 １／ ６００以上 開発区域、隣接土地所有者名

現 況 実 測 図 １／ ３００以上

求 積 図 １／ ３００以上

土 地 利 用 計 画 図 １／ ３００以上 全体計画、区画規模他

公 共 施 設 計 画 図 １／ ３００以上

公共施設新旧対照図 １／ ３００以上

造 成 計 画 平 面 図 １／ ３００以上

造 成 計 画 断 面 図 １／ ３００以上

給 水 施 設 計 画 図 １／ ３００以上

排 水 施 設 計 画 図 １／ ３００以上

公 共 施 設 等 構 造 図 １／ ３００以上

公 園 ・ 緑 化 計 画 図 １／ ３００以上

そ の 他 必 要 な 図 書
委任状、境界確定図、印鑑証明

同意書、登記事項証明書他

図 書 の 種 類 縮 尺 明 示 す べ き 事 項

案 内 図 １／３，０００以上 建築場所の位置

公 図 写 １／ ６００以上 建築場所、隣接土地所有者名

現 況 実 測 図 １／ ３００以上

配 置 図 １／ ２００以上 建物、その他

外 構 図 １／ ２００以上

各 階 平 面 図 １／ ２００以上

立 面 図 １／ ２００以上 ２面以上

断 面 図 １／ ２００以上

日 影 図 ５ｍ、１０ｍライン

給 水 施 設 計 画 図 １／ ２００以上

排 水 施 設 計 画 図 １／ ２００以上

公 園 ・ 緑 化 計 画 図 １／ ２００以上

そ の 他 必 要 な 図 書
委任状、境界確定図、印鑑証明

同意書他
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別表第３（第１０条関係）

工事完了届及び検査願添付図書

別表第４（第１１条関係）

公共施設寄附申込書

別表第５（第１２条関係）

一宅地当たりの面積基準

図 書 の 種 類 縮 尺 明 示 す べ き 事 項

竣 工 図 １／ ３００以上

工 事 記 録 写 真 工程、構造物の形状・寸法等

そ の 他 必 要 な 図 書

図 書 の 種 類 縮 尺 明 示 す べ き 事 項

案 内 図 １／３，０００以上 位置

公 図 写 １／ ６００以上

公 共 施 設 竣 工 図 １／ ３００以上 寄附する公共施設

実 測 求 積 図 １／ ３００以上

分 筆 図

登 記 事 項 証 明 書 １筆につき２通

印 鑑 証 明 書 （資格証明書）

登 記 承 諾 書

そ の 他 必 要 な 図 書

用 途 地 域 宅 地 面 積

第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域
１ ２ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上

第 二 種 低 層 住 居 専 用 地 域

第 一 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域

１ １ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上

第 二 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域

第 一 種 住 居 地 域

第 二 種 住 居 地 域

準 住 居 地 域

近 隣 商 業 ・ 商 業 地 域 １ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上

準 工 業 ・ 工 業 地 域 １ １ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上
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別表第６（第１４条関係）

植栽樹木等の種類

用 途 樹 種 等

公 園 緑 地

常

緑

樹

中

高

木

クロマツ・タブノキ・アラカシ・モチノキ・タイサンボク・スダ

ジイ・クロガネモチ・カクレミノ・シロダモ・ヤブニッケイ・マ

テバシイ・シラカシ・モクセイ・ヤブツバキ・サンゴジュ・シュ

ロ・イヌツゲ・ウバメガシ・ネズミモチ・ヒサカキ・モッコク・

サザンカ・ヤマモモ等

低

木

トベラ・マサキ・タチバナモドキ（ピラカンサ）・アセビ・アオ

キ・ヤツデ・ツツジ類・クチナシ等

落

葉

樹

中

高

木

クヌギ・ケヤキ・エノキ・ムクノキ・コナラ・コブシ・サクラ類・

モミジ・クマノミズキ・エコノキ・アカメガシワ・ハゼノキ・ヤ

シャブシ等

低

木

ハコネウツギ・イボタノキ・ウツギ・マルバウツギ・コデマリ・

アジサイ・ハギ・ムラサキシキブ・イヌビワ・キブシ等

地 被 類
クローバー・アイビー・芝類・リュウノヒゲ・フツキソウ・ヘデ

ラ類・オカメザサ等

生 垣 常 緑 樹

イヌツゲ・イヌマキ・ウバメガシ・カナメモチ・マサキ・サザン

カ・タチバナモドキ（ピラカンサ）・モチノキ・ネズミモチ・サ

ンゴジュ等
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別表第７（第１５条関係）

緑 地 基 準

（１）開発行為

（２）開発行為以外の事業

地域の別

対象行為
市 街 化 区 域 市 街 化 調 整 区 域

一

団

の

住

宅

地

の

造

成

及

び

建

設

５００㎡以上

１，０００㎡未満
区域面積の３％以上の面積の緑地

１，０００㎡以上

３，０００㎡未満

次のいずれかに該当する緑地

１ 事業区域面積の３％以上の面積の公共的緑地

２ 事業区域面積の３％以上の面積の生垣

３ 宅地面積の２０％以上の面積の宅地内緑地

４ 次の算式を満たすことのできる緑地
確保した公共的緑地面積 確 保 し た 生 垣 面 積

＋
区域面積の３％の面積 区域面積の３％の面積

確保した宅地内緑地
＋ ≧ １

宅地面積の２０％の面積

３，０００㎡以上

１０，０００㎡未満

区域面積の３％以上の面積

の公共的緑地

区域面積の５％以上の面積

の公共的緑地

１０，０００㎡以上

区域面積の５％以上の面積

の緑地（区域面積の３％以上の

面積の公共的緑地を含む。）

区域面積の１０％以上の面

積の緑地（区域面積の５％以

上の面積の公共的緑地を含

む。）

上 記 以 外 の 行 為

（道路の建設にかかわるものを除

く。）

区域面積の１０％以上の面

積の緑地。ただし、建ぺい率が

０.６以下の地域については、次

の算式によって得られる面積

以上の緑地とする。

事業区域面積×｛（１－建ぺ

い率×０.８）×０.２｝

区域面積の２０％以上の面

積の緑地

事 業 区 域 面 積

５００㎡以上１，０００㎡未満の敷

地
敷地面積の３％以上の面積の緑化を行うこと

１，０００㎡以上５，０００㎡未満

の敷地

次に揚げる式により算出される面積のうち、小さい方の面積

の緑化を行うこと。

①（敷地面積－建築面積）×０．２

②｛敷地面積－（敷地面積×建ぺい率）×０．８｝×０．２

５，０００㎡以上の敷地

次に揚げる式により算出される面積のうち、小さい方の面積

の緑化を行うこと。

①（敷地面積－建築面積）×０．２５

②｛敷地面積－（敷地面積×建ぺい率）×０．８｝×０．２５
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別図第１（第８条関係）

宅地開発等事業計画標識

（１）開発行為 （たて、よこ共に６０センチメートル以上）

（２）開発行為以外の事業 （たて、よこ共に６０センチメートル以上）

宅 地 開 発 等 事 業 計 画 標 識

事 業 名 称

事業区域場所 東京都あきる野市

事業区域面積 平方メートル

計 画 数 区画（戸）

工 事 着 手 年 月 日

工事完了予定 年 月 日

事 業 主 住所

氏名 （電話 ）

土 地 所 有 者 住所

氏名 （電話 ）

工 事 施 行 者 住所

氏名 （電話 ）

宅 地 開 発 等 事 業 計 画 標 識

事 業 名 称

事業区域場所 東京都あきる野市

事業区域面積 平方メートル

計 画 数 棟 戸（室）

建 築 構 造

及 び 規 模

造り、地上 階、地下 階

建築面積 平方メートル、延床面積 平方メートル

最高の軒高 メートル

工 事 着 手 年 月 日

工事完了予定 年 月 日

事 業 主 住所

氏名 （電話 ）

土 地 所 有 者 住所

氏名 （電話 ）

工 事 施 行 者 住所

氏名 （電話 ）
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